３　今後の取り組みについて

（１）今後の取り組み

　今日の物質的に豊かで価値観の多様化した変化の激しい社会においてこそ、青少年の生活そのものを基本的生活習慣の確立された健全なものとし、心身共に健全な青少年を育成する努力を続けていくことが重要である。

そのためには、青少年の生活の中で多くの時間をその接触に費やしている、また青少年の考え方や行動などに強い影響を及ぼす情報を流している電子メディアとの関係を健全なものにし、規則正しい生活を確立させるとともに、情報活用能力を備えた青少年を育成する取り組みを進める必要がある。

また、電子メディアと子どもたちとの健全な関係の構築は、青少年の生活の根幹に関わる問題であるため、青少年自身はもとより、保護者、教育機関等、市民、事業者、行政などが各々の責務を認識し、相互に連携し合い、様々な工夫をしながら、一体となって、実効性のある取り組みを推進していかなければならない。

以下の３つの視点からの取り組みが必要である。

第一に「青少年を電子メディアから引き離すための取り組み」が必要である。
電子メディアとの長時間接触は、睡眠時間の減少や不規則化をもたらすとともに、朝食を取らずに登校するなど、子どもが成長する上で大切な基本的生活習慣の形成を阻害している。また、外遊びや集団遊びの時間を減少させ、自然や生き物と触れ合ったり、ルールを学んだり思いやりの心を培ったりするなど、子どもが多様な体験の中で体も心も健やかに成長していく絶好の機会を喪失させている。

　

第二に「青少年を電子メディアから流される有害な情報から守る取り組み」が必要である。
インターネットなどの電子メディアから流される暴力や性に関する情報、犯罪を誘発するような情報など青少年にとって有害な情報が容易に入手できるため、青少年の健全育成に著しい悪影響を及ぼすおそれがある。また犯罪に結びつく危険性がある。

第三に「青少年のメディア・リテラシー向上のための取り組み」が必要である。
電子メディアとの長時間接触や電子メディアから流される有害情報による種々の弊害から青少年を守るためには、青少年自身が、電子メディアを利用する技術や伝えられた内容を分析する能力を積極的に身に付けなければならない。それには、保護者をはじめ、教育機関等、市民、事業者、行政が認識を深め、それを支援することが必要である。

　なお、具体的な取り組みに当たっては、以下の点を強調しておきたい。

○保護者、教育機関等はもとより、電子メディアに関わる事業者に青少年の健全育成に責任があることの自覚を強く求める。

○被害面ばかりでなく、加害の防止にも力点を置く。

○青少年自身にも、発達状況に応じ、自覚と努力を促す責務を負わせる。
（２）青少年を電子メディアから引き離す取り組み

この取り組みとして、他都市の例なども参考にしながら、次のような活動を提案する。

①電子メディアとの接触時間などのルールづくりの推進

　  　　○家庭の日（毎月第３日曜日）などを利用した、電

子メディアとの接し方についての家庭での話し合

いや利用のルール作り、生活プラン作りの実施

○テレビ等と接触しない日を設けるなどの取り組み

○乳幼児へのテレビ・ビデオの視聴制限への取り組

み


②利用方法等について青少年の発達段階に応じた指導・そのための情報交換や学習機会の増大


③様々な体験・交流活動、読書活動などの機会の充実、参加の促進


④電子メディアとの長時間接触による青少年の成長に及ぼす影響等の研究


（３）青少年を電子メディアから流される有害な情報から守る取り組み

この取り組みとして、次のような活動を提案する。

①青少年の発達の段階に応じた指導、必要な措置

○地域団体等、事業者団体による、有害情報を青少

年に見せない、聞かせない、読ませないキャンペ

ーンの実施

○学習会への参加による有害情報の状況把握

○有害情報について家庭での話合いの実施

○保護者による携帯電話のアクセス制限機能、イン

ターネットでのフィルタリングソフトの活用


②青少年の成長と育成環境を阻害しないための自主的かつ積極的な取り組み


③有害情報を流さないための取り組み


④有害情報が青少年に及ぼす影響や青少年を有害情報に接触させない機能の研究


（４）青少年のメディア・リテラシー向上のための取り組み
取り組みとして、次のような活動を提案する。

①電子メディアの活用法の習得

　　

②青少年の発達の段階に応じた利用方法についての指導


③事業者による正しい利用方法などについての自主的、積極的な学習機会の提供


（５）広島市青少年・電子メディア対策推進会議（仮称）の設置

電子メディアと青少年との健全な関係を構築するためには、保護者、教育機関等、市民、事業者各々が相互に連携し合い、一体となった取り組みを推進する必要がある。

　　　そのための対策を強力に推進するため、意見交換、協議等を行い、活動計画を策定するとともに、具体的な活動を推進するための組織として、保護者、教育機関等、市民、事業者と広島市が、「広島市青少年・電子メディア対策推進会議」（仮称）を設置する必要がある。

対策推進会議の活動は、意見交換の場づくり、活動計画の策定、啓発などの各種事業の実施、保護者などと事業者との覚書交換、トラブル処理、貢献活動の表彰、違法､条例違反など悪質な事業者の公表、市への提言などについて順次取り組んでいく。

これら対策推進会議としての活動と、保護者、教育機関等、市民、事業者それぞれが取り組むことを通じて、全市的な取り組みに展開していく必要がある。

○学校等による児童・生徒に対するテレビ等の長時間視聴防止などの指導計画作りや基本的な生活習慣の定着のための指導


○学校等や公民館が保護者を対象にした学習会や情報交換会の開催





○家族での野外活動の実施


○地域行事、少年団体活動等体験・交流活動への参加


○体験・交流活動を推進する各種事業の実施


○読書活動への取り組み





○事業者が、長時間接触が青少年の成長に及ぼす影響等について研究





○電子メディア機器販売業者による、契約時における内容の説明の徹底、確認


○事業者による苦情相談窓口の設置





○インターネット接続業者による、市民等からの指摘に基づく有害情報の確認、当該発信者に対する指導、当該情報の削除その他の対応





○事業者が、有害情報が及ぼす影響及び青少年を有害情報に接触させない機能についての研究





○学校での情報教育や公民館などで開催される学習会への参加


○活用法についての家庭での話合いの実施





○教職員の研修の実施


○被害者や加害者にならない心構え、学校や社会のルールを守るモラル、マナーなどの教育の強化


○テレビ番組制作体験、学校等のホームページ作成事業の推進





○市、公民館などとの共同で学習会等を開催


○学校等での出前講座の実施


○電子メディアの正しい活用についてのハンドブックの作成、配布
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